

















ちづくりアンケート」を 2003年 9~ 12月に実施した （1)。翌 2004年 7月に第 1次自治体ヒ
アリング調査を企画した。対象の自治体は埼玉県志木市，群馬県太田市，東京都江戸川区・
武蔵野市であり，事例報告している (2)。 9月に第 2次自治体ヒアリング調査として，青森県
碇ヶ関村，北海道瀬棚町，ニセコ町を調査した (3)。2005年 9月に第 3次自治体ヒアリング調
査として，宮崎県綾町，熊本県宮原町，大分県湯布院町を，2006年 9月には第 4次自治体ヒ
アリング調査として，宮崎県綾町，熊本県宮原町 （現氷川町）を再訪し，高知県馬路村とと
もに 1:'.アリング調査した。本報告は第 3・ 4次調査からの事例報告となる。
「全国市町村まちづくりアンケート 」実施時点で 3,204あった自治体は市町村合併の進行で




町，綾町は再度訪れている。宮原町は訪問直後の 05年 10月に新設合併した。宮原町は 04年
2月に竜北町と「八代北部二町合併協議会」を設置し，翌 3月合併重点支援地域指定を受け

















10 01.04~03.06 06.03~ 65,076 - 9 
2 03.12~ 147,906 213,300 1.4 98 




1 135,746 1 
5 03.12~ 06.01 ~ 3,426 35,338 10.3 105 346 3.3 
36 04.03~ 05.09~ 2,820 10,748 3.8 126 639 5.1 
1077 1 03.09~04.12 4.553 - 197 
2005年第3次調査





04.02~ 05.1 O~ 5,004 13,233 2.6 10 33 3.3 
03.04~ 05.1 O~ 11,407 35,393 3.1 128 319 2.5 
2006年第4次調査
宮崎県綾町 912 6 
熊本県氷川町（旧宮原町）
高知県馬路村 339 7 
7,596 






















































































































































































































































陽村・泉村）による合併懇話会が設置され，同年 12月には任意協議会， 2002年 9月に法定協
議会を設置して 8市町村の合併協議が進められた。しかし，宮原町と竜北町 2町は「住民の
顔の見える小さな合併」を目指してここから離脱し， 2004年 2月「八代北部二町合併協議会」




長 ・平岡啓輔氏は 2006年 3月に助役に選任され， 2町合併を推進した両町長が引き続き新町












































































































































































































































































































































(1) 調査の概要と調査報告は以下を参照。瀧本佳史・遠州敦子 • 関谷龍子「政策自己評価と施策課題ー全
国市町村まちづくり調査報告ー」 「佛教大学社会学部論集」第39号， 2004年。
(2) 瀧本佳史•関谷龍子・原田多美子・上田道明「政策自己評価と施策課題 (II) 一武蔵野市・太田市・
志木市の事例報告ー」 「佛教大学社会学部論集」第41号， 2005年。
(3) 瀧本佳史•関谷龍子・上田道明「政策自己評価と施策課題 (m) ー北海道瀬棚町・ニセコ町の事例報
告ー」「佛教大学社会学部論集」第43号， 2006年。
(4) 「総務省合併相談コーナー」 http://www.soumu.go.jp/ gapei/ 
(5) 以下，事実関係に関わる記述は，特記のない限り，宮原好きネット組「まちづくりの伝道師達～宮原
発！！小学生からはじまるまちづくり～」第一法規， 2005年，第 1章 (pp.1-50) によっている。
(6) 区長（自治会長）は行政の特別嘱託貝として手当が支給されるが，支店長と推進員は無償である。
(7) 「宮原町WEB商店街ふれあい亭」 http://www.fureaitei.com/ 
(8) 「宮原まちづくり株式会社」 http://WWI叫ureaitei.com/~miyahara-tmo/ 
(9) まちづくり条例については，平逸郎「『まちづくり条例jによる住民主役のまちづくりの推進」「季刊




















た」 （「馬路村史」1966年， p.182) という高い品質のものであった。





http:/ /www.maff.go.jp/ soshiki/ rinnya/keieikikaku/ rinseishin/H9-12kihonhoukou/ sankou/ 4-rongi.html 
(2) 農協において特産物の加工事業の取り組みは，多く行われている。しかし販売を委託したことで市場
の反応に敏感でない等の弱点を克服でき ず，事業と しての成功に至ったものはほとんど無い。
(23)馬路村農業協同組合 『第58期 総会提出書」 p.10,p.16による。
［付記］
本研究は社会学部公共政策学科開設に向けた調査，並びに継続的なヒアリング調査による
ものである。後者は 2005・ 2006年度佛教大学特別研究費の助成を受けた。
本稿の文責は，「1.市町村合併と自治体の政策継承」が瀧本佳史，「2.宮原町のまちづくりシ
ステムの発展と継承」が関谷龍子， 「3.自治体と民間経済団体とのパートナーシップによる地
域づくり」が遠州敦子にある。
（たきもと よしふみ公共政策学科）
（せきや るね公共政策学科）
（えんしゅう あつこ 公共政策学科）
2007年4月11日受理
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